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令和７年度 税制改正大綱～消費税～ 

令和７年度税制改正大綱が公表されました。 
その改正内容のうち、消費税の改正の概要についてお知らせいたします。 

＜消費課税＞ 
１ 外国人旅行者向け免税制度の見直し 
(1) 基本的考え方 

消費税の外国人旅行者向け免税制度については、不正利用を排除し、免税店が不正の排除のために負担を負うこ
とのない制度とするため、令和６年度税制改正大綱で示された方針を踏まえ、出国時に持ち出しが確認された場合
に免税販売が成立する制度とし、確認後に免税店から外国人旅行者に消費税相当額を返金するリファンド方式に見
直す。 

その上で、本免税制度を引き続きインバウンド消費の拡大に向けた重要な政策ツールとして活用するため、外国
人旅行者の利便性向上や免税店の事務負担軽減の観点から、一般物品と消耗品の区分や消耗品の購入上限額及び特
殊包装を廃止するとともに、免税店が販売する際に「通常生活の用に供するもの」であるか否かの判断を不要とす
る等の措置を講ずる。 

また、新方式の施行に当たっては、空港等の混雑防止確保の観点から必要な環境整備等を行うほか、関係省庁に
おいて、業界団体等とも連携しつつ周知･広報を行う。 

(2) 免税方式の見直し 
① 輸出物品販売場を経営する事業者が、免税購入対象者に対して免税対象物品を譲渡した場合であって、その免税
購入対象者がその購入した日から 90 日以内に出港地の税関長による確認を受けたときは、その確認をした旨の情
報（以下「税関確認情報」という。）を輸出物品販売場を経営する事業者において保存することを要件として、その
免税対象物品の譲渡について、消費税を免除する。 

（注）上記の改正に伴い、実務上、消費税相当額を含めた価格で販売し、出国時に持出しが確認された場合に輸出物
品販売場を経営する事業者から免税購入対象者に対し消費税相当額を返金する「リファンド方式」となる。 

② 免税購入対象者は、購入した免税対象物品について、出国時に旅券等を提示して税関長の確認を受けるものとし、
その確認を受けた免税対象物品を国外に持ち出さなければならないこととする。 
③ 税関長は、輸出物品販売場を経営する事業者（承認送信事業者を含む。）に対し、購入記録情報ごとに、国税庁の
免税販売管理システムを通じて税関確認情報を提供するものとする。 

(3) 免税対象物品の範囲の見直し 
① 消耗品について免税購入対象者の同一店舗一日当たりの購入上限額（50 万円）及び特殊包装を廃止するととも
に、一般物品と消耗品の区分を廃止する。 

② 免税販売の対象外とされている通常生活の用に供しないものの要件を廃止するとともに、金地金等の不正の目的
で購入されるおそれが高い物品については、免税販売の対象外とされる物品として個別に定める仕組みとする。 

(4) 免税販売手続の見直し 
① 船舶観光上陸許可等により上陸する者の免税販売手続においては、上陸許可書及び旅券の提示を求めることとし、
輸出物品販売場を経営する事業者は、旅券番号に基づき購入記録情報を提供するものとする。 

② 日本国籍を有する免税購入対象者が国内に２年以上住所等を有しないことの証明書類に個人番号カードを追加す
ることとし、現行の証明書類については本籍の地番の記載を不要とする。また、輸出物品販売場を経営する事業者
は、証明書類の種類及び国外転出等をした日を購入記録情報として送信することとし、その証明書類の保存を不要
とする。 

③ 100 万円（税抜き）以上の免税対象物品については、購入記録情報の送信事項にその免税対象物品を特定するた
めの情報（シリアルナンバー等）を加える。 

④ 免税購入対象者が輸出物品販売場で運送契約を締結し、かつ、その場で物品を運送事業者へ引き渡す、いわゆる
「直送」による免税販売方式については、従来の方式に代えて消費税法第７条の輸出免税制度により消費税を免除
することができることとする。 

⑤ 免税購入対象者が輸出物品販売場で購入した免税対象物品について、その免税購入対象者が別途国外へ配送する、
いわゆる「別送」をしたことにより出国時に携帯していない場合に、その免税対象物品の配送等に係る書類により
輸出したことを確認する取扱いを廃止する。 

(5) 輸出物品販売場の許可要件の見直し 
① 一般型輸出物品販売場と手続委託型輸出物品販売場の許可の区分を廃止するとともに、次の見直しを行う。 
イ 輸出物品販売場の許可については、適切に購入記録情報及び税関確認情報を授受できることを要件とする。 
ロ 上記イの許可を受けた輸出物品販売場を経営する事業者は、承認免税手続事業者に免税販売手続を代理させるこ
とができることとする。 

ハ 免税手続カウンターを設置する承認免税手続事業者に免税販売手続を代理させる場合の免税手続カウンターの設
置場所については、特定商業施設の要件に代えて、免税対象物品を販売した日と同一の日に免税販売手続ができる
ことを要件とする。 

② 輸出物品販売場の許可の取消要件に、購入記録情報の提供状況等が税関長の確認に支障があると認められる場合
を加える。 
(6) 基地内輸出物品販売場制度を廃止する。 
(7) 免税購入対象者に対する即時徴収及び罰則について所要の整備を行うほか、 外国人旅行者向け消費税免税制度の

見直しに伴い、所要の措置を講ずる。 
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（注１）上記（（4）⑤を除く。）の改正は、令和８年 11 月１日以後に行われる免税対象物品の譲渡等について適用
することとし、上記（4）⑤の取扱いは、令和７年３月 31 日をもって廃止する。 

（注２）上記の改正に伴い、輸出酒類販売場制度における免税方式、免税対象酒類の範囲、免税販売手続及び許可要
件並びに免税購入対象者に対する即時徴収及び罰則等について、所要の措置を講ずる。 
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２ 国境を越えた電子商取引に係る消費税の適正化の検討 
近年、物品販売に係る国境を越えた電子商取引の市場は急速に拡大しているが、国外事業者による消費税の無申

告や少額輸入貨物に対する免税により、 適正な課税や国内外の事業者間の競争上の公平性の確保に課題が生じてい
る。  

こうした課題に対応するため、諸外国における制度・執行両面での対応を参考としつつ、事業者間の公平性や通
関実務への影響等を考慮の上、国境を越えた電子商取引に係る適正な消費課税のあり方について検討を行う。 
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